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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期
決算年月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

チケット取扱高 （千円） 53,027,57354,600,44060,212,51872,993,51981,706,660

営業収入 （千円） 6,258,6016,533,2236,960,0387,620,10110,022,194

経常利益 （千円） 843,069 870,146 697,917 840,0941,184,609

当期純利益

又は当期純損失（△）　
（千円） 487,810 506,948 422,521△1,444,680△11,886,792

持分法を適用した場合

の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 2,892,5752,892,5752,892,5752,892,5752,892,575

発行済株式総数 （株） 55,000 55,000 55,000 55,000 55,892

純資産額 （千円） 5,469,6285,866,2966,098,7144,420,408△7,608,965

総資産額 （千円） 12,417,60814,633,43314,847,64015,696,8026,323,039

１株当たり純資産額 （円） 99,447.79106,659.93110,885.7180,371.06△136,136.94

１株当たり配当額

（１株当たり中間配当額）
（円）

1,000.00

(500.00)

3,000.00

(1,500.00)

4,000.00

(2,000.00)

3,000.00

(1,500.00)

3,000.00

(3,000.00)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）　
（円） 8,869.289,217.247,682.21△26,266.92△212,674.31

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 44.0 40.1 41.1 28.2 △120.3

自己資本利益率 （％） 9.3 8.9 7.1 △27.5 －

株価収益率 （倍） 23.0 15.5 18.6 － －

配当性向 （％） 11.3 32.5 52.1 － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 133,9092,260,817△120,8992,178,445△8,750,662

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △4,276,8432,249,202△1,662,58285,216 131,363

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △27,236△109,478△191,918△192,144△250,223

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 5,050,1349,450,6757,475,2759,546,793712,056

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

156

(11)

158

(25)

174

(31)

215

(14)

282

(17)
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　（注）１　チケット取扱高には、消費税等が含まれております。

２　営業収入には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

４　営業収入にはチケット取扱高を計上せず、チケット販売受取手数料、チケットシステム使用料収入及び広告営

業収入他を計上しております。

５　第15期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

また、第16期以降については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため記

載を省略しております。

６　第16期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。第

17期及び第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜

在株式がないため記載しておりません。

７　従業員数は、就業人員であり、当社グループからの出向者及び契約社員を含んでおります。

８　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（アルバイト・派遣社員）の期中平均人員（１日８時間換算）であり

ます。

９　第16期の１株当たり配当額には、創立15周年記念配当1,000円を含んでおります。
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２【沿革】

平成４年７月 全国主要興行主12社が、オンラインチケット販売会社として、株式会社リザジャパンを福岡市中央区大

名に設立。

平成４年12月 本店を福岡市中央区赤坂へ移転。

平成５年２月 「オンラインによるチケット流通サービス」の提供を開始。

平成８年１月 首都圏のコンビニエンスストア「ＬＡＷＳＯＮ」152店でパイロット営業開始。

平成８年11月 株式会社ローソンチケットへ社名変更。

平成９年２月 首都圏及び近畿圏の「ＬＡＷＳＯＮ」約3,000店とダイエーＯＭＣプラザ46店で本格営業開始。

平成９年９月 アーティストのファンクラブ運営代行業務を開始。

平成10年２月 「ＬＡＷＳＯＮ」において「Ｌｏｐｐｉ」の全店導入が完了。「Ｌｏｐｐｉ」を通じて全国にチケット

の販売を開始。

平成10年３月 無料情報誌「ＬＡＷＳＯＮ ＴＩＣＫＥＴ ＷＩＴＨ Ｌｏｐｐｉ（創刊号）」を発行。

平成10年６月 東京オフィスへ本社機能を移管。

平成10年12月エヌ・ティ・ティ移動通信網株式会社（現株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ）のｉ－ｍｏｄｅ携帯

電話への情報配信を開始。

平成11年２月 モバイルでのチケット予約実現に向けて、ｉ－ｍｏｄｅ携帯電話による会員組織をスタートさせ、会員

制度を開始。

平成11年６月 Ｊリーグ主管試合のチケット票券管理を開始。

アーティスト関連グッズ（ＣＤ・ビデオなど）販売を開始。

平成14年２月 後方組織を東京に集約するとともに、本店を東京都中央区銀座へ移転。

平成14年５月 チケット券面に絵柄を印刷できる「カラーチケット発券」を開始。

平成14年10月「新アンサー（音声応答）システム」を導入。

平成15年１月 「新Ｗｅｂ・モバイルシステム」を導入。

平成15年６月 今後の事業拡大及び業務の円滑運用のため、本店を東京都渋谷区神南へ移転。

平成15年７月 株式会社ジェーシービーとチケット販売で業務提携。

平成16年１月 楽天株式会社と資本提携及びチケット販売で業務提携。

平成16年10月日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録。

平成16年12月株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成19年３月 楽天株式会社と資本提携及び業務提携解消。

平成19年７月 無料情報誌を「月刊ローソンチケット」と改め、「ＬＩＶＥ版」・「ＥＮＴＡ版」の２誌に分けて発刊

開始。

平成20年１月 「Ｗｅｂ・モバイルシステム」を一新。

平成21年３月 株式会社ローソンのグループ企業である株式会社アイ・コンビニエンスを吸収合併。

平成21年７月 本店を東京都品川区へ移転し、株式会社ローソンエンターメディアへ社名変更。
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３【事業の内容】

　当社は、コンビニエンスストア「ＬＡＷＳＯＮ」（以下「ＬＡＷＳＯＮ」という。）のフランチャイズチェーン事業

を営む株式会社ローソンを親会社とする企業グループに属しており、コンサート・スポーツ・演劇等、各種イベント

に関するチケット販売事業及びそれに付随した事業を営んでおります。

(1）チケット販売事業

　当社のオンラインによるチケット販売システムでは、コンサート・スポーツ・演劇・映画及びレジャーなどさま

ざまなジャンルのエンタテインメントのチケットを取扱っており、当社販売枚数は19,151千枚（平成22年２月期）

にのぼっております。

　チケット販売拠点としましては、平成22年２月28日現在、全国に店舗網を有し24時間の販売体制を持つ「ＬＡＷＳ

ＯＮ」8,794店、提携プレイガイド16ケ所となっております。さらに、コールセンターにて予約受付を行うほか、当社

Ｗｅｂサイト「ローチケ.com」やモバイルでは24時間販売を行っております。

　このように、当社では「アナログ」と「デジタル」をバランスよく融合させることで、24時間の予約・販売体制を

確立し、お客様の利便性向上に努めてまいりました。

　なお、このオンラインによるチケット販売システムを利用している株式会社ローソン及び提携プレイガイドから

は、毎月システム使用料を受領しております。

(2）その他事業

①　広告営業事業

　チケット販売を支えるプロモーション・メディアのひとつとしましては、無料情報誌「月刊ローソンチケッ

ト」（発行部数月150万部）があります。この情報誌は「ＬＡＷＳＯＮ　ＴＩＣＫＥＴ　ＷＩＴＨ　Ｌｏｐｐｉ」を

「月刊ローソンチケット」と刷新し、平成19年７月に創刊した月刊誌で、全国8,794店（平成22年２月28日現在）

の「ＬＡＷＳＯＮ」及び提携プレイガイドに毎月納品されており、来店されたお客様が無料で自由に持ち帰るこ

とができるようになっております。

　内容的にも、北海道版、東北版、関東・甲信越版、東海版、近畿・北陸版、中四国版、九州・沖縄版と７版を作成し、

全国データ以外に地方データも充実させ、全国ネットにも対応しております。

　当社は、当該情報誌を株式会社ローソン等に販売するとともに、広告掲載を希望されるお取引先様より雑誌広告

掲載料を受領しております。

　また、当社のＷｅｂ・モバイルサイトへの広告掲載サービスや「ＬＡＷＳＯＮ」各店舗と連携した広告営業も

行っております。

②　物品販売事業

　当社は、アーティストをサポートすることによって、チケットを求めるファンの皆様を一緒にサポートすること

ができるとの考えのもと、チケット販売とＣＤ・ＤＶＤ・キャラクターグッズなどのアーティスト関連グッズの

販売を連動させ、さまざまな企画商品やギフト商品を開発し販売しております。

③　その他

　当社は、平成11年２月より業界の先駆を切ってｉ－ｍｏｄｅ携帯電話のための会員組織をスタートさせ、現在で

はｉ－ｍｏｄｅ・Ｙａｈｏｏ！ケータイ・ＥＺｗｅｂ・ＡＩＲ－ＥＤＧＥ ＰＨＯＮＥの取扱いを行っており、

「モバイル会員（月会費210円）」組織として運営しております。

　また、平成12年１月に自社カード会員組織「Ｌアンコール会員（年会費1,575円）」の募集を開始、平成20年１

月からは既存のＷｅｂサイトの会員組織「ローソンチケット　ドットコム会員」を廃止し、都度課金制の無料会

員組織を新設するなど会員制度の充実を図っております。

　上記に加え、アーティストをサポートするという考えから、アーティストのファンクラブ運営代行業務も平成９

年９月より開始しており、入会管理や更新手続きを請負っております。
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　主力事業であるチケット販売事業の系統図は、以下のとおりであります。

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（親会社）  　  　 　  

株式会社ローソン 東京都品川区 58,506,644

コンビニエンスストア

「ＬＡＷＳＯＮ」のフラ

ンチャイズチェーン展開

－ 75.5
チケットの販売委託等

役員の兼任２名

　（注）株式会社ローソンは、有価証券報告書の提出会社であります。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成22年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

282

(17)
33.4 3.7 4,358

　（注）１　従業員数は、就業人員であり、当社グループからの出向者及び契約社員を含んでおります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（アルバイト・派遣社員）の期中平均人員（１日８時間換算）であり

ます。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　従業員数が前事業年度末に比べ67名増加しましたのは、主に平成21年３月１日付けの株式会社アイ・コンビ

ニエンスとの合併にともなうものであります。

(2）労働組合の状況

　当社には労働組合はありません。また、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当事業年度におけるわが国経済は、輸出の回復や経済対策の効果等により、企業収益に回復の兆しが見られるも

のの、賃金の減少や雇用に対する不安等から個人消費は低迷し、一部には価格の値下げ競争によるデフレ圧力も強

まるなど、依然として厳しい状況が続きました。

　このような状況の中で当社は、同じローソングループに属する株式会社アイ・コンビニエンスと合併し、商号を株

式会社ローソンエンターメディアに改めるとともに、チケット販売事業とＥコマース事業のシナジー効果実現に取

り組んでまいりました。

 

　営業収入面におきましては、チケット販売事業、特にコンサートジャンルにおいて大型の公演や野外イベントの販

売が好調に推移しました。スポーツジャンルにおいては、プロバスケットボールリーグのｂｊリーグに出資し、当社

が同リーグチームのチケット販売管理業務を実施する業務提携契約を締結し、来年度への足がかりを築きました。

演劇ジャンルにおいては、昨年度出資したKey Brand Entertainment, Inc.を通じた海外興行の日本招聘に積極的

に取り組み、昨年５月にブロードウェイミュージカル「XANADU」（ザナドゥ）、同年８月には「コーラスライン」

の日本公演を実現しました。映画ジャンルにおいては、本来、映画用ではない映像コンテンツを映画館で上映する

ODS（Other Digital Stuff／Online　Digital Source）作品の配給事業に取り組み、「エリック・クラプトン＆

ジェフ・ベック LIVE The MOVIE」、「MTV Unplugged ayaka　‒cinema. edition‒」等の作品において配給の実績

を積み重ねております。このような取り組みが評価され、「マイケル・ジャクソン THIS IS IT」前売チケットのコ

ンビニエンスストアにおける独占販売権を獲得することができました。これらの結果、チケット販売事業における

営業収入につきましては、6,748,490千円（前期比　17.5％増）となりました。

その他の事業におきましては、新たな取り組みとして、アーティスト公認のイベント・ライブ写真を提供する

サービス「ファンコレ」の提供を開始したほか、被合併会社である株式会社アイ・コンビニエンスのＥコマース事

業が加わり、グッズ販売収入が前年比倍増したことなどにより、その他の営業収入は、3,273,704千円（前期比　

74.3％増）となりました。

以上のとおり、営業収入面では好調に推移した結果、チケット取扱高81,706,660千円（前期比　11.9％増）、営業

収入10,022,194千円（前期比　31.5％増）、経常利益1,184,609千円（前期比　41.0％増）を計上することができま

した。

しかし本年１月に至り、当社元取締役２名による不正資金流出が判明したことに関連し、特別損失を12,616,122

千円計上したことなどにより、当期純損失は、前事業年度に比べ10,442,111千円増加し、11,886,792千円となりまし

た。

当社は、不正資金流出先である株式会社プレジールに対する破産手続開始の申立てを行うとともに、当社元取締

役２名に対する刑事告訴状を提出するなど、債権の回収及び刑事責任の追及に努めております。

一方、事件発覚後の緊急再発防止策として、管理部門における権限の集中を排除するために、同部門を解体して相

互に牽制機能が働くように細分化するとともに、支払申請書については、総務本部の確認も取得するように管理体

制を強化いたしました。

外部の弁護士２名・公認会計士１名で構成される第三者委員会は、４月12日付最終報告書において、本件は、営業

部門と管理部門に大きな権限を有した元取締役２名によって行われた不正経理処理であるため、いわゆる内部統制

システム上の限界を感ぜざるを得ない事案であるが、当社における全社統制に関連する問題点があったことも否定

できないと指摘しております。

株主を始め投資家の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおかけしましたことを心よりお詫び申し上げます。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、合併にともない34,785千円増加し

たものの前事業年度末と比べ8,834,736千円減少し712,056千円となりました。当事業年度における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、8,750,662千円（前事業年度は2,178,445千円の獲得）となりました。これは

主に、不正資金流出に関連する特別損失の計上により、税引前当期純損失が11,764,251千円となったことによる

ものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、131,363千円（前期比　54.2％増）となりました。これは主に、固定資産の取得

による支出があったものの、有価証券の減少及び投資有価証券の償還による収入があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、250,223千円（前期比　30.2％増）となりました。これは、配当金の支払いによ

るものです。

２【販売の状況】

(1）販売実績

　当事業年度における販売実績を事業の種類別に示すと、以下のとおりであります。

 
当事業年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

事業の種類 営業収入（千円） 前期比（％）

チケット販売収入 6,748,490 117.5

その他の収入 3,273,704 174.3

合計 10,022,194 131.5

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　チケット販売収入は、チケット販売受取手数料、チケットシステム使用料収入等であり、その他の収入は広告

営業収入、アーティスト関連グッズ販売収入等であります。

３　主な相手先別販売実績及び当該販売実績の総販売実績合計に占める割合は以下のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社ローソン 610,370 8.0 1,036,784 10.3

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当社は、元取締役２名による不正資金流出について、外部に設置された第三者委員会に調査を依頼し、平成22年４月

12日付け最終報告書を入手いたしました。今後は、本報告書において提案された再発防止策を着実に実施することに

より、コーポレート・ガバナンス、内部統制体制の強化に努めてまいります。

       [第三者による調査委員会] 

　　　 委員長　高野　利雄　（弁護士、高野法律事務所所長）［元名古屋高等検察庁検事長］

　　　　　　　 政木　道夫　（弁護士、シティユーワ法律事務所パートナー）

　　　　　　　 高岡　俊文　（公認会計士、株式会社ＫＰＭＧ　ＦＡＳ　執行役員パートナー）

　　　 [再発防止策]

　　　 　今回の調査報告書において、以下のような再発防止対策が提案されておりますので、今後はすでに実行済みの緊急的

対応策と、抜本的対応策にわけて、内部統制の体制見直しに努めてまいります。また、役職員に対するコンプライア

ンス研修を強化して、法令・規則及び社会倫理を遵守しつつ自由に意見の言える健全な企業風土づくりに努めて参

ります。

　 （1）緊急的対応策

当社は、資金の不正流出が判明した後、以下の緊急的対応策を実施いたしました。

①　権限集中の解消

          一部門や担当役員への権限集中が不正行為を可能にした要因であったため、権限の分散化を図りました。

具体的には、管理本部を財務経理本部・総務本部・内部監査室・経営企画室の４つに分けそれぞれに個別の

責任者を置き、部門間に牽制機能を持たせました。

②　支払い業務の監視強化

          前払い金等通常取引と異なる支払いに関しては、財務経理本部に加え総務本部においても支払申請書を

チェックする体制を新たに構築いたしました。

   （2）抜本的対応策

今回の第三者委員会最終報告を受け、当社は以下の抜本的対応策を実施していく所存です。

①　法令遵守の徹底について

          トップ自らが再発防止の意志を明示しこれを徹底してまいります。従来より実施していた全役職員を対象

としたコンプライアンス研修を継続、強化し、法令遵守意識をさらに徹底します。また、法令遵守意識の浸透度
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を検証するため、全役職員に対する意識調査を平成22年度より開始、以降年１回定期的に実施いたします。

②　取引でのリスクの認識と防止

          取引先や取引に関連するリスクを洗い出すとともに、その防止策を業務マニュアルに反映させ、全役職員

への周知徹底を図ってまいります。これらの対応を平成22年度上期中に実施いたします。

③　個人業務から組織的業務への変換

        個人のつながりが重要視されることが業界内の特徴であり、業務の属人化が進む傾向にあります。より組

織的な業務に移行するため、組織内で個人業務の見える化及び定期的な人事ローテーションを平成22年度上

期より進めてまいります。

④　営業部門に対する管理強化

          取引先の信用調査や取引内容の定期的な調査は、現在総務本部や財務経理本部で実施していますが、今後

中期的には組織拡大にともない、営業部門における管理機能を強化し、当該部門内において統制機能を持たせ

ていく予定です。

⑤　監査機能の強化

          緊急的対応策として実施した内部監査室の設置にあわせ、内部監査専任の担当者を２名に増員しており、

会社に内在するリスクを網羅的に検証できる体制としました。今後、業務を可視化し継続的かつ効果的なモニ

タリングを実行するため、財務会計システムを含めたシステム全般の再構築を進めてまいります。

⑥　内部通報制度の実効性確保

          内部通報制度の積極的な利用の促進策を、コンプライアンス研修等を通じて社内に告知していますが、今

後朝礼や社内報等を通じて経営者自ら訴えかけることを速やかに実施します。

⑦　再発防止策の実施状況のモニタリング

          上記、各対応策について、その実施状況のモニタリングを徹底します。具体的には、再発防止策の進捗管理

部署をリスク管理・コンプライアンス委員会とし、モニタリング結果を取締役会に報告する体制といたしま

す。

４【事業等のリスク】

　以下において、当社の事業展開その他に関しリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、投資家の判断上重要であると考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から開示しておりま

す。なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であ

ります。また、以下の記載は、当社株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありません。

　なお、文中における将来に関する事項は、当有価証券報告書提出日（平成22年５月25日）現在において当社が判断し

たものであります。

(1）事業内容について

①　システム障害について

　当社では、チケット販売事業やＥコマース事業運営において、コンピュータシステム及びそれらを結ぶ通信ネッ

トワークに依存しているため、自然災害や事故等により通信ネットワークが切断された場合や、一時的な過大負

荷等により当社サーバーへのアクセスが困難になった場合、当社及び当社の業務委託先（以下「当社等」とい

う。）が管理するハードウェア及びソフトウェア等に不具合が発生した場合など、各種システム障害の発生に

よって、当社の事業活動が阻害される可能性があります。また、当社等の内部ネットワークシステムに対する不正

侵入が発生した場合、コンピュータウィルスの被害を受けた場合も同様であります。

　以上のような障害が発生した場合、当社において直接的な損害が生じるほか、当社システム自体の信頼性の低下

により、当社の事業運営及び業績に重大な影響を与える可能性があります。
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②　個人情報の取扱いについて

　当社では、各種チケット等を販売するにあたり、Ｗｅｂ・モバイルなどによる予約販売を実施していることか

ら、顧客の個人情報を管理しております。これら当社が知り得た個人情報につきましては、社内の「個人情報保護

規程」等の遵守により、情報管理には万全を期しておりますが、外部からの不正なアクセスや社内管理の不手際

等により、当該情報が外部に漏洩した場合、当社への損害賠償や社会的信用の失墜により、当社の業績に影響を与

える可能性があります。

③　偽造チケットの流通について

　当社は、チケット販売に関する信頼度向上のため、高度の偽造防止対策を施したチケット台紙を使用し、また不

定期にチケット台紙の刷新を行っておりますが、当社のチケット台紙を模倣した偽造チケットがネットオーク

ション等で売買されるような事象が生じた場合には、当社チケットに対する信頼性が損なわれ、当社の事業運営

及び業績に影響を与える可能性があります。

(2）事業環境について

①　競合環境について

　当社は、競争が激化するオンラインチケット業界におきまして、急速かつ不断の技術革新や常時変動する顧客

ニーズに適時・適切に対応すべく、鋭意、迅速な意思決定と対策の実施に努めておりますが、当社が提供するサー

ビス内容の陳腐化等により競争力の低下を招く可能性があります。

②　興行主催者による直接販売について

　インターネットの普及、ＩＴ技術の革新にともない、興行主催者（プロモーター）がチケット販売業者に販売を

委託せず、自社のＷｅｂサイト等によりチケットを直接販売するケースが増えております。今後もこうした直接

販売が増加した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

(3）親会社との関係について

　株式会社ローソンは、当社における議決権数の75.5％（平成22年２月28日現在）を有する当社の親会社でありま

す。

　当社は、同社に対してチケット販売を委託しており、チケットを購入するお客様は、主に当社のコールセンター、Ｗ

ｅｂサイト・モバイル等により事前に予約申し込みのうえ、「ＬＡＷＳＯＮ」店頭に設置されたマルチメディア端

末「Ｌｏｐｐｉ」を操作して発券手続きを行い、レジにて発券及び代金の精算を行っております。

　また、全国の「ＬＡＷＳＯＮ」を結ぶオンラインチケット販売システムは当社所有のものであり、当社は、「Ｌｏ

ｐｐｉ」の稼動台数に応じて、同社よりシステム使用料を受領しております。

　そのため当社の業績は、同社の出店を始めとする経営戦略の影響を受ける可能性があります。

（4）継続企業の前提に関する重要事項等　

平成22年１月に、当社元取締役２名による不正資金流出が判明したことに関連して、当事業年度に特別損失を

12,616,122千円計上することとなり、当事業年度の当期純損失は11,886,792千円となりました。

　　　またこの結果、当事業年度末において7,608,965千円の債務超過となりましたが、「７ 財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析 (4) 重要事象等について」に記載した施策を確実に実行することで、継続企業

の前提に関する重要な不確実性は回避できると認識しております。

　

５【経営上の重要な契約等】

(1）販売委託契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

株式会社ローソン
チケット販売及び販売に付随する各種手数

料収納代行等の業務委託

平成20年１月６日から平成21年１月５日ま

で、以後自動更新

　（注）当社は、株式会社ローソンとチケット販売委託等に関して平成８年９月１日より「販売委託契約書」を、ミス発券

取り消し業務に関して平成９年２月１日より「業務委託契約書」を締結しておりましたが、業務内容の見直しに

より、平成15年７月16日に「ローソンチケット販売委託基本契約書」を締結し、さらに平成19年12月16日に更改

しております。

(2）業務提携契約
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相手方の名称 契約内容 契約期間

株式会社ローソン
相互の企業価値最大化に向けた広範囲な業

務提携

平成15年８月11日から当事者間にて別途書

面による合意がなされるまで

(3）金銭消費貸借契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

株式会社ローソン 借入極度額　85億円

平成22年２月９日から平成23年２月28日ま

で。ただし、解約の申出がない場合は１年間

延長、以後同様。

(4）根譲渡担保権設定契約

相手方の名称 契約内容 契約日

株式会社ローソン

株式会社ローソンとの取引により生じる一

切の債務を担保するため、動産の一部につい

て担保権設定。

平成22年２月22日

(5）株式交換契約

　　当社は、平成22年５月24日開催の定時株主総会において、平成22年７月１日を効力発生日として、当社が株式会社

ローソンの完全子会社となる株式交換を行うことを決議いたしました。詳細は、「第５　経理の状況　１　財務諸表等

　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この財

務諸表の作成には、経営者による資産及び負債並びに収益及び費用の報告数値及び開示に影響を与える見積りを必

要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や状況を勘案し合理的に判断を行っておりますが、見積

り特有の不確実性により、これらの見積りと実際の結果との間に差異が生じる場合があります。

　当社の財務諸表に大きな影響を与える可能性がある重要な会計方針の適用における重要な見積りと判断には、主

に以下のようなものが考えられます。

①　ソフトウエアの会計処理

　当社の事業におきまして、ソフトウエア資産は必要不可欠な資産であり、競争優位性の源泉でもあります。その

開発につきましては、充分な検討と綿密な事業計画のもとで実施しております。しかしながら、当社を取り巻く事

業環境の変化に対応するためにその開発計画を急遽変更せざるを得なくなった場合には、追加的な減価償却費等

が発生することがあります。

②　貸倒引当金

　当社は、債権の貸倒による損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。将来、取

引先の財務状況が悪化しその支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能性

があります。

(2）経営成績の分析

　当事業年度の経営成績は、チケット取扱高は81,706,660千円（前期比　11.9％増）、営業収入は10,022,194千円

（前期比　31.5％増）、経常利益は1,184,609千円（前期比　41.0％増）を計上することができましたが、当社元取締

役２名による不正資金流出に関連し、特別損失を12,616,122千円計上したことなどにより、当期純損失は、前事業年

度に比べ10,442,111千円増加し、11,886,792千円となりました。

①　チケット取扱高

　当事業年度のチケット取扱高は、前事業年度と比較して8,713,140千円増加し81,706,660千円となりました。従

来よりオンラインチケット業界における全ジャンルNo.１を目指し、当事業年度におきましては、ODS作品の配給

事業への取り組みなどが評価され、「マイケル・ジャクソン THIS IS IT」前売チケットのコンビニエンススト
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アにおける独占販売権を獲得するなど取扱高の拡大に寄与いたしました。また、コンサートジャンルにおいては

大型公演や野外イベントの販売が好調に推移するなど取扱高を拡大することができました。

②　営業収入

　当事業年度の営業収入は、前事業年度と比較して2,402,092千円増加し10,022,194千円となりました。この増加

は、チケット取扱高の増加にともない、チケット販売事業の営業収入が前事業年度と比較して1,007,031千円増加

し6,748,490千円になり、また、被合併会社アイ・コンビニエンスのＥコマース事業が加わったことなどにより、

その他事業の営業収入が1,395,061千円増加し3,273,704千円となったことによるものです。

③　営業原価

　当事業年度の営業原価は、前事業年度と比較して1,022,163千円増加し4,106,550千円となりました。この増加は

主に、被合併会社である株式会社アイ・コンビニエンスのＥコマース事業が加わったことなどによるグッズ販売

の増加に連動した仕入原価の増加によるものです。

④　販売費及び一般管理費

　当事業年度の販売費及び一般管理費は、前事業年度と比較して1,072,312千円増加し4,816,746千円となりまし

た。この増加は主に、株式会社アイ・コンビニエンスとの合併による人員増にともなう人件費の増加や、チケット

取扱高の増加にともなう関連費用の増加などによるものです。

⑤　特別損益

　当事業年度の特別損失は前事業年度と比較して11,029,337千円増加し12,975,157千円となりました。この増加

は主に、当社元取締役２名による不正資金流出により生じた損失によるものです。

⑥　法人税等（「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」）、当期純損失

　当事業年度の法人税等は前事業年度と比較して216,414千円減少し122,541千円となりました。この減少は主に、

税引前当期純損失の増加によるものです。

　以上の結果、当期純損失は前事業年度と比較して10,442,111千円増加し11,886,792千円となりました。

(3）資本財源及び資金の流動性についての分析

　キャッシュ・フローの状況

　当事業年度の現金及び現金同等物の期末残高は712,056千円となっており、前事業年度と比較して8,834,736千

円減少しました。この減少は主に、税引前当期純損失11,764,251千円計上したことによるものです。

　営業活動により使用したキャッシュは、8,750,662千円となりました（前事業年度は2,178,445千円の獲得）。こ

れは主に、不正資金流出に関連する特別損失の計上によるものです。

　投資活動から得たキャッシュは、前事業年度より46,146千円増加し131,363千円となりました。これは主に、固定

資産の取得による支出があったものの有価証券の減少及び投資有価証券の償還による収入があったことによる

ものです。

　財務活動により使用したキャッシュは、前事業年度より58,079千円増加し250,223千円となりました。これは、配

当金の支払いによるものです。

（4）重要事象等について

　当事業年度末においては、不正資金流出に関連する特別損失の計上により、7,608,965千円の債務超過となりまし

たが、株式会社ローソンからの借入枠として8,500,000千円が設定されており、事業計画に従って将来の資金繰り

を算定すると、資金ピーク時においても当該借入枠には十分な余裕があることを確認しております。これにより事

業の継続に必要な資金の確保を行っていくことで、事業の継続には問題がないものと認識しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資等については、総額590,539千円の投資を実施いたしました。主なものは、チケット販売におけ

る機能拡充のためのシステム開発費であります。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

２【主要な設備の状況】

 平成22年２月28日現在

事業所名 所在地 設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建物

工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

合計

本社 東京都品川区 　事務所 35,581218,4841,378,0961,632,162
222

(17)

その他オフィス 福岡市中央区他 　事務所 542 5,159 － 5,702
60

(－)

　（注）１　帳簿価額にソフトウエア仮勘定は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。

３　従業員数は、就業人員であり、当社グループからの出向者及び契約社員を含んでおります。

４　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（アルバイト・派遣社員）の期中平均人員（１日８時間換算）であり

ます。

５　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定金額（千円）

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
投資総額 既支払額

 本社

 （東京都品川区）

電子チケット対応シ

ステム
200,000 －

 自己資金

及び借入金
平成21年３月  平成23年２月

（注）平成22年２月に完了を予定しておりました電子チケット対応システムの新設につきましては、開発内容及び投

資総額を見直したことにより、完了予定年月を延期しております。　

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 136,000

計 136,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成22年２月28日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年５月25日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 55,892 55,892
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

　当社は単元株制度は採用し

ておりません。

計 55,892 55,892 － －

（注） 事業年度末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック証券取引所

は、平成22年４月１日付けで大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪

証券取引所であります。　

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 適用ありません。　　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

 資本準備金
増減額
（千円）

 資本準備金
残高
（千円）

平成21年３月１日 892 55,892 － 2,892,57566,7021,409,527

　 （注） 平成21年３月１日に実施した株式会社アイ・コンビニエンスとの合併に際して、同社の普通株式１株に対し、当

社普通株式の0.0223株を割当てたことにより、合併後の発行済株式総数は892株増加し、資本準備金は66,702千

円増加しております。

（６）【所有者別状況】

 平成22年２月28日現在

区分

株式の状況 単元未満
株式の状
況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人） － 3 13 32 2 2 2,0692,121 － 

所有株式数

（株）
－ 738 1,01244,777 913 13 8,43955,892 － 

所有株式数

の割合(％)
－ 1.32 1.81 80.11 1.64 0.02 15.10100.00 － 
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（７）【大株主の状況】

 平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％)

株式会社ローソン 東京都品川区大崎一丁目11番２号 42,214 75.52

ゴールドマンサックスインター

ナショナル（常任代理人　ゴー

ルドマン・サックス証券株式会

社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K

（東京都港区六本木六丁目10番１号）
909 1.62

株式会社ジー・アイ・ピー  宮城県仙台市青葉区春日町６番15号 800 1.43

 日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 700 1.25

 株式会社ディスクガレージ  東京都目黒区下目黒二丁目19番３号 400 0.71

ローソンエンターメディア従業

員持株会
東京都品川区大崎一丁目11番２号 295 0.52

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町一丁目１番１号 270 0.48

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番 268 0.47

岡田　稔 東京都江戸川区 216 0.38

工藤　剛 宮城県亘理郡亘理町 160 0.28

計 ― 46,232 82.71

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　55,892　　 55,892 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 55,892 － －

総株主の議決権 － 55,892 －
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②【自己株式等】

 平成22年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

  該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付けており、今後の成長に必要となる事業投

資や財務体質の強化等を勘案した上で、業績に対応した利益還元を行うことを基本方針とし、30％を目安とした配当

性向を維持するように努めてまいりました。

　また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度においては、中間配当として、１株につき普通配当2,000円に、株式会社アイ・コンビニエンスとの合併記

念配当1,000円を加えて、3,000円を実施いたしましたが、大幅な損失を計上する結果となったことから、期末配当は無

配とさせていただくこととなりました。

 当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

 平成21年10月８日

取締役会決議
167,676 3,000
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期
決算年月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

最高（円） 257,000 237,000 185,000 170,000 185,500

最低（円） 181,000 139,000 116,000 70,000 78,000

　（注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。　

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年９月 10月 11月 12月 平成22年１月 ２月

最高（円） 164,800 164,800 135,000 144,000 149,100 144,000

最低（円） 149,000 130,100 111,500 125,700 139,000 78,500

　（注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。　
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期
（年）

所有株式数
（株）

代表取締役

会長
 坂　本　　健 昭和24年９月３日生

昭和48年４月㈱日本リクルートセンター（現㈱

リクルート）入社

1 －

平成２年３月 ㈱リクルート取締役

平成５年10月㈱メディアファクトリー

代表取締役

平成９年６月 ㈱リクルート常務取締役

平成13年６月ぴあ㈱取締役

平成15年５月同社常務取締役

平成18年６月同社取締役常務執行役員

兼事業統括本部長　

平成19年６月同社取締役専務執行役員

平成20年７月同社マーケティングアドバイザー

平成20年７月花畑牧場㈱顧問

平成21年10月㈱アップフロントグループ顧問

平成22年４月当社顧問

平成22年５月当社代表取締役会長（現）

代表取締役　

社長
 野　林　徳　行 昭和39年11月18日生

昭和62年４月㈱リクルート入社

1 －

平成15年12月㈱ローソン入社

平成17年９月同社マーケティングステーション

ディレクター

平成19年３月同社マーケティングステーション

ディレクター兼サービス本部長補

佐

平成19年５月当社取締役

平成19年６月㈱アイ・コンビニエンス(現当社)

取締役

平成19年９月㈱ローソン執行役員マーケティン

グステーションディレクター兼

サービス本部長兼商品・物流本部

長補佐

平成20年１月同社執行役員サービス本部長兼

商品・物流本部長補佐

平成21年３月同社執行役員エンタテインメント

・サービス本部長

平成22年２月当社代表取締役社長兼ライブ・エ

ンタテインメント事業本部長

平成22年５月当社代表取締役社長（現）

取締役
マーケティング
本部長

佐々木　宏　司 昭和45年11月14日生

平成６年４月 ㈱ダイエー入社

1 38

平成８年９月 当社営業本部

平成11年７月当社営業本部中四国営業課長

平成14年５月当社営業本部営業３部長

平成15年５月当社営業本部営業２部長

平成16年11月当社コーポレート室システム部長

平成17年10月当社経営戦略室戦略担当部長兼

次期システム開発プロジェクト

リーダー

平成18年７月当社経営戦略室長兼次期システム

開発プロジェクトリーダー

平成20年５月当社取締役コーポレート室長兼

次期システム開発プロジェクト

リーダー

平成21年５月当社取締役マーケティング本部長

兼コーポレート室長兼次期システ

ム開発プロジェクトリーダー

平成21年７月当社取締役マーケティング本部長

兼ⅠＴ管掌（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期
（年）

所有株式数
（株）

取締役

ライブ・エンタ

テインメント

事業本部長　

竹　本　　　現 昭和45年５月21日生

平成７年４月 ㈱ソニーファイナンスインターナ

ショナル入社

1 －

平成11年８月㈱ワーナーミュージックジャパン

入社

平成19年12月同社プロモーション本部プロモー

ショングループ部長兼メディアグ

ループシニアチーフプロデュー

サー

平成21年２月同社プロモーション本部メディア

グループシニアチーフプロデュー

サー

平成21年２月㈱タイスケ取締役副社長

平成22年２月㈱ワーナーミュージックジャパン

　プロモーション本部メディアグ

ループ部長兼宣伝企画部長兼ＣＭ

・ドラマ等タイアップ業務統括

平成22年５月当社ライブ・エンタテインメント

事業本部付

平成22年５月当社取締役ライブ・エンタテイン

メント事業本部長（現）　

取締役
財務経理　　　本

部長 
和　田　憲　一 昭和31年10月６日生

昭和54年４月兼松㈱入社

1 20

平成12年５月㈱ローソン財務経理室証券主査

平成16年５月当社取締役管理本部長

平成17年５月当社取締役コーポレート室長

平成17年10月当社取締役総務本部長

平成18年７月当社取締役総務人事室長

平成19年10月当社取締役総務法務室長

平成20年５月㈱ローソン監査指導ステーション

ディレクター補佐

平成21年９月同社監査指導ステーションディレ

クター

平成22年３月当社財務経理本部長

平成22年５月当社取締役財務経理本部長（現）

取締役  経営企画室長 石　原　照　門 昭和42年11月24日生

平成３年４月 三菱商事㈱入社

1 －

平成21年７月当社コーポレート室シニアマネ

ジャー

平成21年７月当社管理本部経営企画部長

平成22年２月当社管理本部副本部長

兼経営企画部長

平成22年３月当社経営企画室長

平成22年５月当社取締役経営企画室長（現）

取締役  小　島　紳次郎 昭和25年５月17日生

昭和56年３月㈱ウエス代表取締役社長（現）

1 6

昭和58年11月㈱ウイークエンド代表取締役社長

平成４年５月 ㈲ダブルス代表取締役社長

平成４年７月 当社取締役

平成５年２月 当社代表取締役社長

平成５年４月 当社取締役（現）

平成７年11月㈱ウイークエンド代表取締役会長

（現）

平成12年９月（社）全国コンサートツアー事業

者協会副会長（現）

平成17年１月㈱ハンドクラップ代表取締役社長

（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期
（年）

所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
 田　窪　宏　生 昭和29年３月１日生

昭和51年４月㈱ダイエー入社

（注)３ －

平成元年９月 同社直轄大型店営業本部主査

平成３年３月 ㈱ダイエー情報システムストアＭ

Ｄシステム開発マネジャー

平成４年９月 ㈱ダイエーコンビニエンスシステ

ムズ（現㈱ローソン）ＮＭＳ開発

タスク主査

平成５年３月 同社情報システム室ＭＤ物流シス

テム主査

平成７年４月 同社情報システム室ＭＤシステム

主席

平成８年６月 ㈱ローソン情報システム室主席

平成14年９月同社ＩＴステーションシニアマネ

ジャー

平成15年９月同社監査ステーションシニアマネ

ジャー

平成18年９月同社監査役オフィスシニア

マネジャー

平成20年３月同社監査役オフィス部長

平成21年５月当社常勤監査役（現）

監査役  鈴　木　茂　雄 昭和33年10月23日生

昭和57年６月㈱ローソンジャパン（現㈱ローソ

ン）入社

（注)４ －

平成６年９月 ㈱ダイエーコンビニエンスシステ

ムズ（現㈱ローソン）経営企画室

主査

平成13年３月㈱ローソン経営企画室主席

平成14年９月同社コーポレートステーション

リーダー

平成15年３月同社財務経理ステーション

リーダー

平成19年３月同社経営戦略ステーション

リーダー

平成20年３月同社経営戦略ステーション部長

平成20年５月同社経営戦略ステーションディレ

クター補佐（現）

平成21年５月当社監査役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期
（年）

所有株式数
（株）

監査役  関　　淳　彦 昭和29年10月４日生

昭和52年４月㈱ダイエー入社

（注)３ －

平成11年７月㈱ローソン業務企画室主査

平成12年４月同社業務企画室総務主席

平成14年１月同社総務企画室副室長

平成14年６月同社総務ステーションシニアリー

ダー

平成16年３月同社総務ステーションディレク

ター

平成16年９月同社総務ステーションディレク

ター兼総務ステーション環境社会

貢献リーダー

平成17年３月同社ＦＣサポートステーション

ディレクター

平成19年９月同社理事執行役員ＦＣサポートス

テーションディレクター

平成22年３月同社監査役付

平成22年５月当社監査役（現）

㈱ローソン常勤監査役（現）　

計 64

　（注）１　監査役田窪宏生、鈴木茂雄及び関淳彦の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役７名全員の任期は平成22年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。

３　平成22年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から３年間であります。

４　平成22年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。

５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。

 補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株）

 宮　下　正　博 昭和28年１月27日生

昭和56年11月㈱サンチェーン（現㈱ローソン）

入社

平成元年３月 ㈱ローソン関東事業本部人事課長

平成12年４月 同社監査室主席

平成15年４月 同社監査ステーション

ディレクター

平成17年３月 同社監査指導ステーションディレ

クター

平成18年５月 ㈱アイ・コンビニエンス（現当

社）監査役

㈱ローソン・エイティエム・ネッ

トワークス監査役（現）　

平成19年５月 当社補欠監査役（現）

平成22年３月 ㈱ローソン監査指導ステーション

ディレクター（現）　

　 ㈱ベストプラクティス監査役(現)

－

 （注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社の元取締役２名による多額の不正資金流出が平成22年１月24日に発覚しました。この元取締役による不正行

為は、定められた取締役会の承認を得ずに独断で行われ、内部統制を無視、ないし無効ならしめたことから、防止す

ることができませんでした。当社は、当該不正行為及び不正経理処理に関連して、総額145億円の特別損失を計上す

ることといたしました。その内、19億円は前事業年度に発生したものとして過年度の決算訂正を行い、残りの126億

円については当事業年度に計上いたしましたが、これらの事実は、コーポレート・ガバナンス及び内部統制体制に

おいて、問題があったものと認識しております。

当社は、平成22年４月12日、外部に設置された第三者委員会より、①経緯・原因の検証及び責任の評価、②不正行

為の法的評価、③社内体制の問題点と再発防止策について最終報告を受けました。今後は、本報告書において提案さ

れた再発防止策を着実に実施することにより、コーポレート・ガバナンス及び内部統制の体制を強化し、お客様・

投資家を始めとする各ステークホルダーより１日も早い信頼回復を頂けるように努めてまいります。

 ② 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、監査役会制度を採用し、会社の機関として、会社法に規定する株主総会、取締役会及び監査役会を設置し

ております。また、法律の規定には基づかない社内機関として、各部門長等より構成される経営会議を設置し、部門

間の相互監視と経営における意思決定の迅速化を図っております。また、社外監査役を中心とする報酬諮問委員会

を設置し、役員の報酬体系及び水準等について協議を行い、その結果を取締役会に提言しております。

　　　　取締役会は、社外取締役を含んでおりませんが、不正資金流出事件発生を受けて、７名中４名を新任取締役で構成し

（平成22年５月25日提出日現在）、経営の一新を図りました。当社は、事業年度ごとの職務執行責任を明確にするた

め、取締役の任期は１年としております。

　　　　また、会社法における内部統制システム構築及び金融商品取引法における財務報告に係る内部統制の整備を目的に、

内部統制委員会を設置して、方針の策定、規程・マニュアル等の整備及び運用を推し進める他、個別の事業リスクに

対応するために、リスク管理・コンプライアンス委員会を設置して、事前の予防策及びリスク顕在時の対応と改善

策について取組んでおります。

会社の機関及び内部統制の模式図は以下のとおりであります。

 平成22年５月25日現在

 ③ 社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外監査役のうち、関淳彦氏と鈴木茂雄氏はそれぞれ当社の親会社である株式会社ローソンの常勤監査役

と従業員であります。
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 ④ 内部監査及び監査役監査の状況

当社は、不正資金流出事件の発生を受けて、それまで管理本部内にあった内部監査機能を独立させて社長直轄の

内部監査室とし、専任２名で構成することといたしました。今後は、内部統制システムの構築を含めた業務活動全般

について、独立的な立場から適法・適正・効率的に業務執行がおこなわれているかについて監査を行います。

　　　　監査役は、取締役会及びその他重要な会議に出席し、公正不偏の立場で意見陳述を行うとともに、内部統制状況を調査

する等、取締役の職務執行について、より厳正な監査を行います。監査役会につきましては、社外監査役３名で構成

され、定時監査役会のほか必要に応じて臨時監査役会を開催し、監査方針をはじめ監査に関する重要事項の協議及

び決定を行っております。

 ⑤ 会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受けて

おります。当事業年度において監査業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数、監査業務にか

かる補助者の構成は、以下のとおりです。

  1) 業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数

 指定有限責任社員　業務執行社員　　鈴木　欽哉　１年

指定有限責任社員　業務執行社員　　森田　浩之　４年

  2) 監査業務に係る補助者の構成

 公認会計士　２名　　　会計士補他　９名

 ⑥ 役員報酬等の内容

区分 人数（人） 報酬等の額（千円）

 取締役 9 79,609

 監査役 5 17,599

 計

 （うち社外役員計）

14

(6)

97,209

(40,700)

　（注）上記の他に使用人兼務取締役に対して使用人給与相当額30,625千円を支払っております。

 ⑦ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役全員及び社外常勤監査役を除く社外監査役と会社法第427条第１項の規定により、会社法第

423条第１項に規定する行為による賠償責任に関し、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度とする

旨の契約を締結しております。

 ⑧ 取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

⑨ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、当該決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めて

おります。

⑩ 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年８月31日を基準日として、中間配当を

行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にすることを目的とするも

のであります。

⑪ 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取得する

ことができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とする

ため、自己の株式を取得することを目的とするものであります。

⑫ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に
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発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

⑬ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

－ － 20,000 9,203

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

  当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容につきましては、財務報告に係る内部

統制に関する助言・指導業務に基づく報酬であります。 

④【監査報酬の決定方針】

  当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数及び当社の業務内容等の諸条件

を勘案し、監査公認会計士と相互に協議した上で決定しております。 
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

     当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28

日まで）の財務諸表については、監査法人トーマツにより監査を受け、当事業年度（平成21年３月１日から平成22

年２月28日まで）の財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　また、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日

まで）の有価証券報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後の財務諸表について、有限責任監査法人トー

マツにより監査を受け、改めて監査報告書を受領しております。

　なお、監査法人トーマツは、平成21年７月１日付けで有限責任監査法人に移行し、同日より法人名称が有限責任監

査法人トーマツとなっております。

３　被合併会社の財務諸表及び監査証明について

　当社は、平成21年３月１日に株式会社アイ・コンビニエンスと合併いたしました。このため、株式会社アイ・コン

ビニエンスの財務諸表である第９期事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）の財務諸表を記載

しております。

　当該財務諸表は、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しており、また、金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づき、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。　

４　連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,047,091 712,056

営業未収入金 ※2
 2,496,053

※2
 3,062,933

有価証券 2,299,467 －

商品 19,511 56,773

制作品 4,083 6,435

前払費用 104,499 62,540

繰延税金資産 79,123 －

未収入金 140,658 172,142

その他 190,846 146,603

貸倒引当金 △35,778 △47,404

流動資産合計 13,345,555 4,172,082

固定資産

有形固定資産

建物 20,799 41,627

減価償却累計額 △17,521 △5,503

建物（純額） 3,278 36,124

工具、器具及び備品 465,842 ※1
 612,082

減価償却累計額 △280,959 △388,438

工具、器具及び備品（純額） 184,883 223,644

有形固定資産合計 188,161 259,768

無形固定資産

商標権 － 1,883

ソフトウエア 1,412,570 ※1
 1,378,096

ソフトウエア仮勘定 19,651 78,696

電話加入権 14,304 14,595

無形固定資産合計 1,446,526 1,473,271

投資その他の資産

投資有価証券 440,239 217,789

関係会社株式 49,981 16,584

長期未収入金 1,936,439 －

破産更生債権等 － 12,636,754

長期前払費用 4,076 29,442

繰延税金資産 34,420 －

差入保証金 187,841 154,101

貸倒引当金 △1,936,439 △12,636,754

投資その他の資産合計 716,558 417,917

固定資産合計 2,351,246 2,150,957

資産合計 15,696,802 6,323,039
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

営業未払金 7,176,908 ※1, ※2
 8,569,822

未払金 533,845 ※1, ※2
 2,089,648

未払費用 78,006 91,638

未払法人税等 270,141 7,563

未払消費税等 101,788 36,454

前受金 67,971 ※1
 37,683

預り金 2,839,133 ※1
 2,869,699

賞与引当金 59,159 95,682

ポイント引当金 － 2,253

返品調整引当金 51 14

流動負債合計 11,127,004 13,800,459

固定負債

退職給付引当金 87,127 110,852

役員退職慰労引当金 53,500 15,300

その他 8,762 5,394

固定負債合計 149,389 131,546

負債合計 11,276,394 13,932,005

純資産の部

株主資本

資本金 2,892,575 2,892,575

資本剰余金

資本準備金 1,342,825 1,409,527

資本剰余金合計 1,342,825 1,409,527

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 225,871 △11,911,096

利益剰余金合計 225,871 △11,911,096

株主資本合計 4,461,271 △7,608,994

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △40,863 28

評価・換算差額等合計 △40,863 28

純資産合計 4,420,408 △7,608,965

負債純資産合計 15,696,802 6,323,039
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

営業収入 ※1
 7,620,101

※1
 10,022,194

営業原価 3,084,387 4,106,550

営業総利益 4,535,713 5,915,643

返品調整引当金戻入額 23 37

差引営業総利益 4,535,736 5,915,680

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 685,763 758,309

配送費 207,159 358,872

役員報酬 69,496 86,009

従業員給料及び手当 770,860 1,005,533

従業員賞与 66,681 94,119

賞与引当金繰入額 59,159 95,682

退職給付費用 24,406 25,334

役員退職慰労引当金繰入額 20,500 11,200

法定福利及び厚生費 149,957 194,045

通信費 121,251 135,850

保守料 294,922 336,589

システム管理費 150,666 213,133

減価償却費 511,154 563,673

賃借料 102,607 187,454

その他 509,846 750,939

販売費及び一般管理費合計 3,744,433 4,816,746

営業利益 791,303 1,098,934

営業外収益

受取利息 13,215 2,787

有価証券利息 26,266 4,724

債務勘定整理益 6,899 78,046

その他 2,555 116

営業外収益合計 48,937 85,674

営業外費用

投資有価証券評価損 146 －

営業外費用合計 146 －

経常利益 840,094 1,184,609

特別利益

固定資産売却益 － 95

役員退職慰労引当金戻入額 － 24,300

その他 － 1,901

特別利益合計 － 26,296

特別損失

固定資産除却損 ※2
 9,380

※2
 2,299

投資有価証券評価損 － 323,338

関係会社株式評価損 － 33,396

貸倒引当金繰入額 ※3
 1,936,439 －

不正関連損失 － ※3
 12,616,122

特別損失合計 1,945,819 12,975,157

税引前当期純損失（△） △1,105,725 △11,764,251

法人税、住民税及び事業税 349,000 9,000

法人税等調整額 △10,045 113,541

法人税等合計 338,955 122,541

当期純損失（△） △1,444,680 △11,886,792
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【営業原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品仕入原価      470,82715.2     961,87523.4
Ⅱ　制作品制作原価      33,1551.1     78,3601.9
Ⅲ　経費                          
１　支払手数料  1,333,766        1,477,435        
２　出版経費  687,144         768,161         
３　その他  559,4922,580,40483.7 820,7173,066,31474.7
営業原価      3,084,387100.0     4,106,550100.0

  　 　 　 　 　 　

EDINET提出書類

株式会社ローソンエンターメディア(E03445)

有価証券報告書

29/69



③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,892,575 2,892,575

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,892,575 2,892,575

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,342,825 1,342,825

当期変動額

合併による増加 － 66,702

当期変動額合計 － 66,702

当期末残高 1,342,825 1,409,527

資本剰余金合計

前期末残高 1,342,825 1,342,825

当期変動額

合併による増加 － 66,702

当期変動額合計 － 66,702

当期末残高 1,342,825 1,409,527

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,863,052 225,871

当期変動額

剰余金の配当 △192,500 △250,176

当期純損失（△） △1,444,680 △11,886,792

当期変動額合計 △1,637,180 △12,136,968

当期末残高 225,871 △11,911,096

利益剰余金合計

前期末残高 1,863,052 225,871

当期変動額

剰余金の配当 △192,500 △250,176

当期純損失（△） △1,444,680 △11,886,792

当期変動額合計 △1,637,180 △12,136,968

当期末残高 225,871 △11,911,096

株主資本合計

前期末残高 6,098,452 4,461,271

当期変動額

合併による増加 － 66,702

剰余金の配当 △192,500 △250,176

当期純損失（△） △1,444,680 △11,886,792

当期変動額合計 △1,637,180 △12,070,265

当期末残高 4,461,271 △7,608,994

EDINET提出書類

株式会社ローソンエンターメディア(E03445)

有価証券報告書

30/69



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 261 △40,863

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△41,125 40,891

当期変動額合計 △41,125 40,891

当期末残高 △40,863 28

評価・換算差額等合計

前期末残高 261 △40,863

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△41,125 40,891

当期変動額合計 △41,125 40,891

当期末残高 △40,863 28

純資産合計

前期末残高 6,098,714 4,420,408

当期変動額

合併による増加 － 66,702

剰余金の配当 △192,500 △250,176

当期純損失（△） △1,444,680 △11,886,792

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41,125 40,891

当期変動額合計 △1,678,306 △12,029,374

当期末残高 4,420,408 △7,608,965
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △1,105,725 △11,764,251

減価償却費 511,154 563,673

固定資産除却損 9,380 2,299

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,972,095 10,711,940

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,630 19,795

退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,214 23,725

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,800 △38,200

営業未収入金の増減額（△は増加） 406,327 △482,833

未収入金の増減額（△は増加） 1,611 125,195

長期未収入金の増減額（△は増加） △1,936,439 1,936,439

破産更生債権等の増減額（△は増加） － △12,636,754

営業未払金の増減額（△は減少） 451,990 1,364,914

預り金の増減額（△は減少） 1,826,704 25,482

その他 80,321 1,829,614

小計 2,259,064 △8,318,958

利息及び配当金の受取額 20,006 3,987

法人税等の支払額 △100,625 △435,690

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,178,445 △8,750,662

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の増減額（△は増加） 405,999 500,187

固定資産の取得による支出 △665,882 △626,311

投資有価証券の償還による収入 500,000 300,000

投資有価証券の取得による支出 － △60,000

関係会社株式の取得による支出 △49,981 －

差入保証金の増減額（△は増加） △104,545 41,085

長期前払費用の増減額（△は増加） △373 △23,597

投資活動によるキャッシュ・フロー 85,216 131,363

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △192,144 △250,223

財務活動によるキャッシュ・フロー △192,144 △250,223

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,071,518 △8,869,522

現金及び現金同等物の期首残高 7,475,275 9,546,793

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 34,785

現金及び現金同等物の期末残高 9,546,793 712,056
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

関連会社株式

　　　 移動平均法による原価法

関連会社株式

同左

  その他有価証券

  時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

　なお、評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。

 その他有価証券　

  時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左　　

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

　先入先出法による原価法

(1）商品

  先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

 

 

(2）制作品

　先入先出法による原価法

(2）制作品

  先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

（会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。

　これによる損益への影響は軽微でありま

す。

３　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

  定率法

  なお、主な耐用年数は、建物10～18年、

工具、器具及び備品５～15年であります。

(1）有形固定資産

 同左  

  

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年以

内）に基づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法

(3）長期前払費用

同左

４　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権は個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員への賞与支給に備えるため、支給

見込額の当事業年度に負担すべき金額を

計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3)          ──────

　

(3）ポイント引当金

　顧客へ付与したポイント使用に備える

ために、将来において使用されると見込

まれる額を計上しております。
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項目
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

 (4）返品調整引当金

　制作品の返品による損失に備えるため、

返品率等を勘案し、将来の返品にともな

う損失見込額を計上しております。

(4）返品調整引当金

同左

 (5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務に基づき計

上しております。

(5）退職給付引当金

同左

 (6）役員退職慰労引当金

　役員への退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(6）役員退職慰労引当金

同左

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

 ──────

６　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期的な

投資からなっております。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式

同左

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

（損益計算書）

　前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示しておりました「配送費」は、販売費及び一般管

理費の総額の100分の５を超えたため、当事業年度より区分

掲記しております。

　なお、前事業年度の「配送費」は85,048千円であります。

　また、前事業年度まで区分掲記しておりました販売費及び

一般管理費の「リース料」は、金額的重要性が乏しくなっ

たため、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示

しております。

　なお、当事業年度の「その他」に含まれている「リース

料」は1,491千円であります。

　　

（キャッシュ・フロー計算書）

　前事業年度まで営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他（純額）」に含めて表示しておりました「貸倒引

当金の増加額（△減少額）」は、金額的重要性が増したた

め、当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「その他（純額）」に含まれている

「貸倒引当金の減少額」は74千円であります。　　　　

 ──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年２月28日）

当事業年度
（平成22年２月28日）

 ――──── ※１　担保資産及び担保付債務　

　　　担保に供している資産は以下のとおりであります。

工具、器具及び備品 88,595千円

ソフトウエア 283,882千円

　計 372,478千円

　　　担保付債務は以下のとおりであります。

営業未払金 539,661千円

未払金 86,751千円

前受金 26,260千円

預り金 3,058千円

　計 655,731千円

※２　関係会社に対する資産及び負債

　各科目に含まれているものは、以下のとおりであり

ます。

※２　関係会社に対する資産及び負債

　各科目に含まれているものは、以下のとおりであり

ます。

営業未収入金 976,154千円 営業未収入金 1,236,413千円 

営業未払金 539,661千円 

未払金 86,751千円 
　

 　　　　　　　　　　──────   ３　当社は株式会社ローソンと極度額金銭貸借基本契約

を締結しております。この契約に基づく当事業年度末

の借入金未実行残高は、以下のとおりであります。

極度額 8,500,000千円

借入金実行残高 －千円

差引残高 8,500,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、以下

のとおりであります。

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、以下

のとおりであります。

営業収入 610,370千円 営業収入 1,036,784千円

※２　固定資産除却損の内訳は、以下のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内訳は、以下のとおりであります。

工具、器具及び備品 7,413千円

ソフトウエア　　　　　　　　　　 1,966千円

合計 9,380千円

※３　平成22年１月、当社元取締役２名が当社取締役会の決

議を経ずに取引先の債務を肩代わりしてコンサート企

画会社数社に対してチケット代金等を支払うなど不正

に資金を流出させていたことが発覚しました。この不

正な資金流出により生じた長期未収入金に対する回収

不能見込額であります。

工具、器具及び備品　　　　　 779千円

ソフトウエア　　　　　　　　　　 1,519千円

合計 2,299千円

※３　平成22年１月、当社元取締役２名が当社取締役会の決

議を経ずに取引先の債務を肩代わりしてコンサート企

画会社数社に対してチケット代金等を支払うなど不正

に資金を流出させていたことが発覚しました。この不

正な資金流出により生じた損失であります。
　　
　　不正関連損失の内訳は以下のとおりです。

不正取引に起因して生じた破産更
生債権等に対する回収不能見込額
　

10,700,314千円　

不正取引に起因して生じたコン
サート企画会社等に対する未払金
　

1,779,540千円

不正取引調査費用他　 136,266千円

合計 12,616,122千円

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 55,000 － － 55,000

合計 55,000 － － 55,000

２　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月20日

定時株主総会
普通株式 110,000 2,000平成20年２月29日平成20年５月21日

平成20年10月14日

取締役会
普通株式 82,500 1,500 平成20年８月31日 平成20年11月14日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月20日

定時株主総会
普通株式 82,500利益剰余金 1,500平成21年２月28日平成21年５月21日
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当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 55,000 892 － 55,892

合計 55,000 892 － 55,892

（注） 平成21年３月１日に実施した株式会社アイ・コンビニエンスとの合併に際して、同社の普通株式１株に対し、　　 

当社普通株式の0.0223株を割当てたことにより、合併後の発行済株式総数は892株増加しております。

　

２　配当に関する事項

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月20日

定時株主総会
普通株式 82,500 1,500平成21年２月28日平成21年５月21日

平成21年10月８日

取締役会
普通株式 167,676 3,000 平成21年８月31日 平成21年11月13日

（注） 平成21年10月８日開催の取締役会において決議いたしました剰余金の配当167,676千円につきましては、その決議

に基づく手続によりすでに支出されているため、利益剰余金の期末残高は本剰余金の配当を控除した残高であり

ます。　

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,047,091千円

有価証券勘定 2,299,467千円

償還期間が取得日から
△799,766千円

３ヶ月を超える債券等

現金及び現金同等物 9,546,793千円

　

現金及び預金勘定 712,056千円

現金及び現金同等物 712,056千円
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（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前事業年度
平成21年２月28日

当事業年度
平成22年２月28日

取得原価
（千円）

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
      

(1）株式 － － － 94 123 28

(2）債券       

①　国債・地方債等 999,665999,731 65 － － －

②　社債 300,000300,021 21 － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 1,299,6651,299,752 86 94 123 28

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
      

(1）株式 94 94 － － － －

(2）債券       

①　国債・地方債等 999,807999,715 △91 － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 999,902999,810 △91 － － －

合計 2,299,5682,299,562 △5 94 123 28

　　　　２　時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前事業年度（平成21年２月28日） 当事業年度（平成22年２月28日）
貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

(1）関連会社株式 49,981 16,584

(2）その他有価証券 　 　

非上場株式 440,145 217,666

（注） 事業年度において、関連会社株式について33,396千円、その他有価証券について323,338千円減損処理を行って

おります。
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 ３　その他有価証券のうち満期があるものの貸借対照表日後における償還予定額

区分

前事業年度
平成21年２月28日

当事業年度
平成22年２月28日

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1）債券 　 　 　 　 　 　 　 　

①　国債・地方債等 1,999,446 － － － － － － －

②　社債 300,021 － － － － － － －

③　その他 － － － － － － － －

(2）その他 － － － － － － － －

合計 2,299,467 － － － － － － －

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。

当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

　デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。

（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設

けております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務 87,127千円

(2）退職給付引当金 87,127千円

(1）退職給付債務 110,852千円

(2）退職給付引当金 110,852千円

（注）退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用してお

ります。

（注）退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用してお

ります。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 24,406千円

(2）退職給付費用合計 24,406千円

　

(1）勤務費用 25,334千円

(2）退職給付費用合計 25,334千円
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年２月28日）

当事業年度
（平成22年２月28日）

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　

貸倒引当金　

退職給付引当金

802,639千円　

36,039千円

未払事業税 25,930千円

賞与引当金 24,077千円

減価償却費 17,027千円

その他有価証券評価差額金 16,632千円

電話加入権 13,397千円

その他 41,388千円

繰延税金資産小計 977,131千円

評価性引当額　 △863,586千円

繰延税金資産合計 113,543千円

繰延税金資産 　

貸倒引当金 5,161,270千円

不正関連損失 724,272千円

繰越欠損金 159,400千円

投資有価証券評価損 145,250千円

退職給付引当金 45,116千円

賞与引当金 38,942千円

その他 53,955千円

繰延税金資産小計 6,328,209千円

評価性引当額　 △6,328,209千円

繰延税金資産合計　 －千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 （％）

法定実効税率 △40.7

（調整）  

情報基盤強化税制税額控除 △6.1

住民税均等割額 0.8

評価性引当額の増加 76.6

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.7

　

　当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため

　法定実効税率をマイナス表示しております。　　

 （％）

法定実効税率 △40.7

（調整）  

繰越欠損金 △4.8

住民税均等割額 0.1

評価性引当額の増加 46.5

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.0

　

　当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため

　法定実効税率をマイナス表示しております。

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

　利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

　共通支配下の取引等

　 １　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法定形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要　

　  （1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

　 　 名称 事業の内容

合併会社 株式会社ローソンチケット チケット販売業
被合併会社 株式会社アイ・コンビニエンス 情報サービス業
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　　（2）企業結合の法定形式

　　　　　当社を存続会社とする吸収合併方式

　　（3）結合後企業の名称

　　　　　株式会社ローソンチケット

（注） 株式会社ローソンチケットは、平成21年７月20日より株式会社ローソンエンターメディアに商号

を変更しております。　

（4）企業結合日

　　　　　平成21年３月１日

　　（5）合併相手会社の概要（平成21年２月28日現在）　

資本金 （千円） 2,000,000
純資産 （千円） 66,702
総資産 （千円） 231,727

　

　　（6）取引の目的を含む取引の概要

　　　株式会社アイ・コンビニエンスは、当社と同じくローソングループの企業であり、当社のチケットビジネスを通

じて得られる顧客接点と、ＥＣ事業のノウハウや仕組みを持つ株式会社アイ・コンビニエンスの両社の経営資

源を最大限に活用して、更なる成長戦略を推進するものであり、当社にとって経営効率化と競争率の強化を図る

とともに、企業価値の向上に寄与するものと捉え合併いたしました。

　　　　① 合併比率

会社名
　　株式会社ローソンチケット

（合併会社）
 株式会社アイ・コンビニエンス

（被合併会社）
合併比率 1 0.0223

　

　　　　② 株式の割当て比率

　　　　　 株式会社アイ・コンビニエンスの普通株式１株に対し、当社普通株式の0.0223株を割当てました。

　　　　③ 合併により発行した新株式等

　　　　　 普通株式　　　892株　

　

　 ２　実施した会計処理の概要

　　　 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年11月15日公表分　企業会計基準適用指針第10号）に

基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。　

【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱
ローソン

東京都
品川区

58,506,644

コンビニエ
ンスストア
「LAWSON」
のフラン
チャイズ
チェーン展
開

（被所有）

直接　75.1

兼任

２人

チケッ
トの販
売委託
等

販売手数料
支払

1,210,738

営業
未収入金
(注)２

922,028

営業
未払金

21,711

　（注）１　取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　当該営業未収入金残高は、未決済のチケット代金（券面額）から、販売手数料支払額を控除した金額でありま

す。

３　取引条件及び取引条件の決定方針等

販売手数料支払…………業界水準を考慮した上で、当社チケット販売システムにおける発券頻度及び決済方

法等を考慮して決定しております。
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２　役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
（当該
会社等
の子会
社を含
む）

㈱ウエス

(注)４

札幌市
西区

10,000

音楽興行
並びに
各種催事の
企画・運営

（被所有）

直接　0.4

兼任

１人

チケッ
トの販
売受託
等

販売手数料
収入

61,547
営業
未払金
(注)２

40,180

広告営業
収入

3,528
営業
未収入金

30

広告宣伝費
支払

9,000　 － －

　（注）１　取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　当該営業未払金残高は、未決済のチケット代金（券面額）から、販売手数料受入額を控除した金額でありま

す。

３　取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格、総原価等を勘案して、交渉により一般取引と同様に決定しております。

４　役員及びその近親者の議決権の所有割合

　当社役員小島紳次郎が100.0％を直接所有しております。 

当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用して

おります。　

１　関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱
ローソン

東京都
品川区

58,506,644

コンビニエ
ンスストア
「LAWSON」
のフラン
チャイズ
チェーン展
開

（被所有）

直接　75.5

兼任

２人

チケッ
トの販
売委託
等

販売手数料
支払

1,308,583

営業
未収入金
(注)２
　
営業
未払金

　

1,082,410　

　

518,299　　

　
担保提供
(注)４　　

 372,478－ －　

　（注）１　取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２　当該営業未収入金残高は、未決済のチケット代金（券面額）から、販売手数料支払額を控除した金額でありま

す。

３　取引条件及び取引条件の決定方針等

販売手数料支払…………業界水準を考慮した上で、当社チケット販売システムにおける発券頻度及び決済方

法等を考慮して決定しております。

４　当社の株式会社ローソンとの取引により生じる一切の債務を担保するため、当社が担保を提供している資産

の簿価を記載しております。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社ローソン（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場）

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。　　
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり純資産額 80,371円06銭 △136,136円94銭

１株当たり当期純損失（△） △26,266円92銭 △212,674円31銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当期

純損失であり、また、潜在株式がない

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当期

純損失であり、また、潜在株式がない

ため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純損失（△）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

損益計算書上の当期純損失

（△）
（千円） △1,444,680 △11,886,792

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る当期純損失

（△）
（千円） △1,444,680 △11,886,792

普通株式の期中平均株式数 （株） 55,000 55,892
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（重要な後発事象）
 

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　当社と株式会社アイ・コンビニエンスは平成21年１月20

日締結した合併契約に基づき平成21年３月１日をもって合

併いたしました。

１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法

的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

の概要　

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

 名称 事業の内容

合併会社
株式会社ローソンチケッ
ト

チケット販売業

被合併会社
株式会社アイ・コンビニ
エンス

情報サービス業

(2）企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式

(3）結合後企業の名称

株式会社ローソンチケット

(4）企業結合日

平成21年３月１日

(5）合併相手会社の概要（平成21年２月28日現在）

資本金 （千円） 2,000,000
純資産 （千円） 66,702
総資産 （千円） 231,727
　
(6）取引の目的を含む取引の概要

　株式会社アイ・コンビニエンスは、当社と同じくロー

ソングループの企業であり、当社のチケットビジネス

を通じて得られる顧客接点と、ＥＣ事業のノウハウや

仕組みを持つ株式会社アイ・コンビニエンスの両社の

経営資源を最大限に活用して、更なる成長戦略を推進

するものであり、当社にとって経営効率化と競争力の

強化を図るとともに、企業価値の向上に寄与するもの

と捉え合併いたしました。

①　合併比率

会社名
株式会社ローソン
チケット
（合併会社）

株式会社アイ・コン
ビニエンス
（被合併会社）

合併比率 1 0.0223

②　株式の割当て比率

　株式会社アイ・コンビニエンスの普通株式１株に

対し、当社普通株式の0.0223株を割当てます。

③　合併により発行する新株式等

普通株式 892株

株式会社ローソン（以下「ローソン」という。）と当社

は、平成22年４月14日に開催した各社の取締役会において、

ローソンを完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換

（以下「本株式交換」という。）を実施することを決議し、

同日、両社の間で株式交換契約を締結いたしました。また、

当社は平成22年５月24日開催の定時株主総会において同契

約の承認を受けております。

１　株式交換による完全子会社化の目的

(1) 本株式交換の目的

　平成22年１月に、当社元取締役２名による不正資金流出

が判明し関連費用を含め当事業年度に12,616,122千円の

特別損失を計上したことにより7,608,965千円の債務超

過に陥りました。

当社の収益規模から債務超過を解消するには一定の期

間を要するとの判断のもと、ローソンと資本政策につい

ての協議を行い、株主の皆様を始めとする利害関係者の

保護やお客様へのサービス継続等を考慮し、ローソンに

よる当社の完全子会社化を行うことといたしました。

当該資本政策によって、一体的な組織運営・迅速な意

思決定・経営資源再配置による経営効率改善を実現し、

当社を早期再生させることが可能となり、ひいてはロー

ソングループの競争力強化、企業価値向上に貢献するも

のと判断いたしました。

（2）上場廃止となる見込み及びその事由

本株式交換により、その効力発生日である平成22年７

月１日をもって、当社はローソンの完全子会社となり、当

社株式は大証JASDAQ市場の株券上場廃止基準に従い、所

定の手続きを経て平成22年６月28日付けで上場廃止（売

買最終日は平成22年６月25日）となる予定です。

２　株式交換の要旨

(1) 株式交換の日程

　定時株主総会基準日
　（当社）

平成22年２月28日(日)

　株式交換決議取締役会
　（両社）

平成22年４月14日(水)

　株式交換契約締結
　（両社）

平成22年４月14日(水)

　定時株主総会(当社) 平成22年５月24日(月)
　最終売買日(当社) 平成22年６月25日(金)(予定)
　上場廃止日(当社) 平成22年６月28日(月)(予定)
　効力発生日 平成22年７月１日(木)(予定)

（注）本株式交換は、ローソンについては会社法第796条

第３項の規定に基づき簡易株式交換の手続により、株

主総会の承認を経ないで行われます。
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前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

２　実施する会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15

年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成

19年11月15日公表分　企業会計基準適用指針第10号）に

基づき、共通支配下の取引として会計処理を行います。  

(2) 本株式交換に係る割当ての内容

会社名 ローソン　

（株式交換完全親会社）

ローソンエンター

メディア

（株式交換完全子会社）

株式交換に

係る

割当ての内

容

１ 21

(注）1  株式の割当比率

　ローソンは、本株式交換に際して、本株式交換の効力

発生日の前日の最終の当社の株主名簿に記録された

当社の株主に対し、当該株主が保有する当社の普通株

式１株につき、21株のローソンの普通株式を割当て交

付する予定です。ただし、平成22年２月28日現在にお

いてローソンが保有する当社株式42,214株及び当社

が反対株主の株式買取請求等の適法な事由によって

取得することとなる自己株式については、株式交換に

よる株式の割当てを行いません。

2　 株式交換により交付する株式数

　普通株式　　　　287,238株（予定）

なお、当社は、本株式交換の効力発生日の前日まで

に、それまでに取得し保有する自己株式の全てについ

て消却する予定です。

3  １株に満たない端数の処理

本株式交換にともない、１株に満たない端数が生じ

た場合には、会社法第234条の規定に従い、１株に満た

ない端数部分に応じた金額を支払います。

３　株式交換比率の算定根拠

株式交換比率の算定にあたって公正性・妥当性を期す

ため、ローソンは三菱ＵＦＪ証券株式会社（以下「三菱

ＵＦＪ証券」という。）を、当社はプライスウォーターハ

ウスクーパース株式会社（以下「PwC」という。）をそれ

ぞれの第三者算定機関として選定いたしました。

三菱ＵＦＪ証券は、ローソン株式については市場株価分

析を採用して分析を行い、PwCは、当社株式について、市場

株価分析及び、将来の事業活動の状況を評価するため

ディスカウンテッド・キャッシュフロー分析を行いまし

た。

ローソン及び当社はそれぞれの第三者算定機関から提

出を受けた算定結果を検討し、両社の財務状況、将来の見

通し等の要因も勘案しながら、両社間で株式交換比率に

ついて交渉・協議を重ね、本株式交換における株式交換

比率を決定いたしました。

EDINET提出書類

株式会社ローソンエンターメディア(E03445)

有価証券報告書

45/69



前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　 ４　株式会社ローソンの概要（平成22年２月28日現在）

　商　号 株式会社ローソン

　事業の内容
コンビニエンスストア「ローソン」の

フランチャイズチェーン展開

　本店所在地 東京都品川区大崎一丁目11番２号

　代表者の

役職・氏名
代表取締役社長ＣＥＯ 　新浪　剛

　資本金 58,506百万円

　純資産（連結） 198,135百万円

　総資産（連結） 448,131百万円
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資
有価証券

その他
有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

Key Brand Entertainment, Inc.45,000 157,666

㈱日本プロバスケットボールリーグ 500 60,000

その他（１銘柄） 100 123

計 45,600 217,789

　

【有形固定資産等明細表】

 資産の種類
 前期末残高
（千円）

 当期増加額
（千円）

 当期減少額
（千円）

 当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
（千円）

 当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 20,79940,06719,23941,627 5,503 7,221 36,124
工具、器具及び備品 465,842169,52923,289612,082388,438113,917223,644

有形固定資産計 486,642209,59642,529653,709393,941121,139259,768

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

商標権 － 2,000 － 2,000 116 116 1,883
ソフトウエア 1,849,752491,36560,7342,280,383902,286442,4171,378,096
ソフトウエア仮勘定 19,65176,69617,65178,696 － － 78,696
電話加入権 14,304 291 － 14,595 － － 14,595

無形固定資産計 1,883,708570,35278,3862,375,675902,403442,5331,473,271

長期前払費用 7,613 39,811 3,650 43,77514,333 8,757 29,442

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１ 当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。

工具、器具及び備品 増加額（千円） 本社 アンサーシステム更新 61,956

ソフトウエア 増加額（千円） 本社 チケットシステム機能拡充 176,877

ソフトウエア仮勘定 増加額（千円） 本社 アンサーシステム更新　 76,096　

　      ２ 当期増加額には、株式会社アイ・コンビニエンスとの合併による増加が以下のとおり含まれております。

　　　     工具、器具及び備品　　   27,008千円

         　ソフトウエア　　　　  　142,458千円

　　　　　 電話加入権　　　　        　291千円

　　　　　 長期前払費用　　　　   　16,213千円

　

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 1,972,21710,747,718 227 35,55012,684,158

賞与引当金 59,159 112,410 75,887 － 95,682

ポイント引当金 － 7,367 960 4,154 2,253

返品調整引当金 51 14 － 51 14

役員退職慰労引当金 53,500 11,200 25,100 24,300 15,300

　（注）１　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　　　　２　ポイント引当金の「当期減少額（その他）」は、前事業年度のポイント引当金の洗替による戻入額であります。

　　　　３　返品調整引当金の「当期減少額（その他）」は、返品率による洗替額であります。

　４　役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、辞任した役員に対する引当金の取崩しであります。
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被合併会社である株式会社アイ・コンビニエンスの財務諸表

　

①　貸借対照表

　 　
第９期

（平成21年２月28日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 　 34,785 　

２　営業未収入金 ※１ 　 84,047 　

３　商品 　 　 17,761 　

４　前払費用 　 　 4,860 　

５　その他 　 　 615 　

流動資産合計 　 　 142,07161.3

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　

１　有形固定資産 　 　 　 　

工具、器具及び備品 　 27,008 　 　

減価償却累計額 　 △16,070 10,937 　

有形固定資産合計 　 　 10,9374.7

２　無形固定資産 　 　 　 　

(1）ソフトウエア 　 　 60,556 　

(2）その他 　 　 291 　

無形固定資産合計 　 　 60,84826.3

３　投資その他の資産 　 　 　 　

(1）長期前払費用 　 　 10,524 　

(2）差入保証金 　 　 7,345 　

投資その他の資産合計 　 　 17,8707.7

固定資産合計 　 　 89,65638.7

資産合計 　 　 231,727100.0
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第９期

（平成21年２月28日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　 　 　 　

流動負債 　 　 　 　

１　営業未払金 　 　 22,173 　

２　未払金 　 　 97,087 　

３　未払費用 ※１ 　 15,973 　

４　未払法人税等 　 　 2,862 　

５　前受金 　 　 4,022 　

６　賞与引当金 　 　 16,728 　

７　ポイント引当金 　 　 5,114 　

８　その他 　 　 1,061 　

流動負債合計 　 　 165,02471.2

負債合計 　 　 165,02471.2

（純資産の部） 　 　 　 　

株主資本 　 　 　 　

１　資本金 　 　 2,000,000863.1　

２　利益剰余金 　 　 　 　

その他利益剰余金 　 　 　     

繰越利益剰余金 　 △1,933,297 　     

利益剰余金合計 　 　 △1,933,297△834.3

株主資本合計 　 　 66,70228.8

純資産合計 　 　 66,70228.8

負債純資産合計 　 　 231,727100.0
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②　損益計算書

　 　
第９期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収入 ※１ 　 698,537100.0
Ⅱ　営業原価 　 　 327,26846.9

営業総利益 　 　 371,26853.1
Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　
１　配送費 　 31,126　 　
２　ポイント引当金繰入額 　 1,320　 　
３　役員報酬 　 9,000　 　
４　従業員給料及び手当 　 159,009　 　
５　従業員賞与 　 12,403　 　
６　賞与引当金繰入額 　 16,728　 　
７　法定福利及び厚生費 　 19,679　 　
８　システム管理費 　 51,742　 　
９　減価償却費 　 9,548　 　
10　賃借料 　 20,201　 　
11　その他 　 83,101 413,86259.2
営業損失（△） 　 　 △42,593△6.1

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　
１　受取利息 　 166　 　
２　その他 　 4 171 0.0
Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　
１　支払利息 　 1,539 　 　
２　業務委託契約解約損 　 2,660 4,1990.6
経常損失（△） 　 　 △46,621△6.7

Ⅵ　特別損失 　 　         
固定資産除却損 ※２ 2,010 2,0100.3
税引前当期純損失（△） 　 　 △48,632△7.0
法人税、住民税及び事業税 　 950 　 　
法人税等調整額 　 7,534 8,4841.2
当期純損失（△） 　 　 △57,116△8.2
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営業原価明細書

　 　
第９期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品売上原価 　 　 　 　

１　商品期首たな卸高　 　 6,773　 　 　

２　当期商品仕入高 　 256,601　 　 　

計　 　 263,375　 　 　

３　商品期末たな卸高 　 17,761　 245,61375.0

Ⅱ　サービス売上原価 　 　 　 　

経費 　 　 81,65425.0

　　　　営業原価合計 　 　 327,268100.0
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③　株主資本等変動計算書

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計
その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成20年２月29日残高（千円） 2,000,000△1,876,181△1,876,181123,818123,818
事業年度中の変動額                     
当期純損失（△）     △57,116△57,116△57,116△57,116
事業年度中の変動額合計（千円） － △57,116△57,116△57,116△57,116
平成21年２月28日残高（千円） 2,000,000△1,933,297△1,933,29766,702 66,702
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④　キャッシュ・フロー計算書

　 　
第９期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区　　分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

税引前当期純損失（△） 　 △48,632

減価償却費 　 37,595

固定資産除却損 　 2,010

賞与引当金の増減額（△は減少） 　 3,405

営業未収入金の増減額（△は増加） 　 14,842

営業未払金の増減額（△は減少） 　 7,534

その他（純額） 　 △30,026

小計 　 △13,270

利息及び配当金の受取額 　 166

利息の支払額 　 △1,539

法人税等の支払額 　 △950

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △15,593

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

固定資産の取得による支出 　 △9,475

長期前払費用の増減額（△は増加） 　 △7,613

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △17,089

Ⅲ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 △32,683

Ⅳ　現金及び現金同等物の期首残高 　 67,469

Ⅴ　現金及び現金同等物の期末残高 　 34,785
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重要な会計方針

項　　目
第９期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１　たな卸資産の評価基準及び評価方

法

商品

先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は、工具、器具及び備品５年であります。

　 (2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法によっております。

　 (3）長期前払費用

定額法

３　引当金の計上基準 (1）賞与引当金

　従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。

　 (2）ポイント引当金

　顧客へ付与したポイント使用に備えるために、将来において使用されると

見込まれる額を計上しております。

４　キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。

５　その他財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

税抜方式

　

注記事項

（貸借対照表関係）

第９期
（平成21年２月28日）

※１　関係会社に対する資産及び負債

　各科目に含まれているものは、以下のとおりであります。

営業未収入金 60,387千円

未払費用 5,306千円
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（損益計算書関係）

第９期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、以下のとおりであります。

営業収入 390,676千円

※２　固定資産除却損の内訳は、以下のとおりであります。

商標権 1,415千円

ソフトウエア 595千円

合計 2,010千円

　

（株主資本等変動計算書関係）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度

増加株式数（株）
当事業年度

減少株式数（株）
当事業年度末
株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 40,000 － － 40,000

合計 40,000 － － 40,000

　

（キャッシュ・フロー計算書関係）

第９期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 34,785千円

現金及び現金同等物 34,785千円

　

　

（リース取引関係）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

第９期
（平成21年２月28日）

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　

繰越欠損金 568,188千円

賞与引当金 6,808千円

未払事業税 971千円

減価償却費 81千円

その他 7,059千円

繰延税金資産小計 583,109千円

評価性引当額 △583,109千円

繰延税金資産合計 －千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　（％）

法定実効税率 △40.7

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1

評価性引当額の増加 56.1

その他 1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.4

　

当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため　法定実効税率をマイナス表示しております。

　

　

（持分法損益等）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　関連会社が存在しないため該当事項はありません。

　

（関連当事者との取引）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容　

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱

ローソン

東京都

品川区
58,506,644

コンビニエ

ンスストア

「LAWSON」

のフラン

チャイズ

チェーン展

開

（被所有）

直接　100.0
－

サイト制

作業務の

受託等

サイト制作

業務等受託
380,846

営業

未収入金
60,387

（注）１　取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　市場価格、総原価等を勘案した当社基準に基づき、一般取引と同様に決定しております。
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（１株当たり情報）

項　　目
第９期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 1,667円56銭

１株当たり当期純損失（△） △1,427円91銭

　 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損

失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

　

（注）１株当たり当期純損失（△）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　項　　目　　　　　　
第９期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

損益計算書上の当期純損失（△） （千円） △57,116

普通株主に帰属しない金額 （千円） －

普通株式に係る当期純損失（△） （千円） △57,116

普通株式の期中平均株式数 （株） 40,000

　

（重要な後発事象）

第９期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

当社と株式会社ローソンチケットは平成21年１月20日締結した合併契約に基づき平成21年３月１日をもって合併い

たしました。

１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概

要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

　 名称 事業の内容

合併会社 株式会社ローソンチケット チケット販売業

被合併会社 株式会社アイ・コンビニエンス 情報サービス業

（2）企業結合の法的形式

株式会社ローソンチケットを存続会社、当社を消滅会社とする吸収合併方式

（3）結合後企業の名称

株式会社ローソンチケット

（注） 株式会社ローソンチケットは、平成21年７月20日より株式会社ローソンエンターメディアに商号を変更

しております。　

（4）企業結合日

平成21年３月１日

（5）合併相手会社の概要（平成21年２月28日現在）

資本金 (千円) 2,892,575

純資産 (千円) 4,420,408

総資産 (千円) 15,696,802
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（6）取引の目的を含む取引の概要

株式会社ローソンチケットは、当社と同じくローソングループの企業であり、当社のＥＣ事業のノウハウとチ

ケットビジネスを通じて得られる顧客接点を持つ株式会社ローソンチケットとの両社の経営資源を最大限に活用

して、更なる成長戦略を推進するものであり、経営効率化と競争力の強化を図るとともに、企業価値の向上に寄与す

るものと捉え合併いたしました。

　

①　合併比率

会社名
株式会社ローソンチケット

（合併会社）

株式会社アイ・コンビニエンス

（被合併会社）

合併比率 １ 0.0223

　
②　株式の割当て比率

当社の普通株式１株に対し、株式会社ローソンチケットの普通株式の0.0223株を割当てます。

　

２　実施する会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年11月15日公表分　企業会計基準適用指針第10号）に基づき、

共通支配下の取引として会計処理を行います。
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⑤　附属明細表

有価証券明細表

　該当事項はありません。

　

有形固定資産等明細表

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
　 又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

工具、器具及び　備

品
－ － － 27,00816,070 8,863 10,937

有形固定資産計 － － － 27,00816,070 8,863 10,937

無形固定資産 　                         

ソフトウエア 134,0739,225 840 142,45881,90128,12760,556

その他 6,345 － 6,054 291 － 605 291

無形固定資産計 140,4189,225 6,894142,74981,90128,73260,848

長期前払費用 8,600 7,613 － 16,213 5,689 3,017 10,524

繰延資産                             

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１　当期増加額及び減少額のうち主なものは以下のとおりであります。

ソフトウエア 増加額（千円） コマースシステム機能拡充 8,940

その他 減少額（千円） 商標権除却 6,054

２　有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の100分の５以下であるため、「前期末残

高」、「当期増加額」、及び「当期減少額」の記載を省略しております。

　

社債明細表

　該当事項はありません。

　

借入金明細表

　該当事項はありません。

　

引当金明細表

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 13,323 16,728 13,323 － 16,728

ポイント引当金 5,191 5,114 1,397 3,793 5,114

　（注）ポイント引当金の「当期減少額（その他）」は、前事業年度のポイント引当金の洗替による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 131

預金 　

普通預金 707,017

振替貯金 3,030

別段預金 1,876

 預金計 711,925

合計 712,056

②　営業未収入金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ローソン 1,236,413

㈱セディナ 538,835

㈱ジェーシービー 510,298

㈱ハピネット 102,829

㈱ベガルタ仙台 70,269

その他 604,287

合計 3,062,933

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,496,053110,331,005109,764,1253,062,933 97.3 9.2

　（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

③　商品

品名 金額（千円）

ＣＤ・ＤＶＤ 26,212

キャラクターグッズ他 17,996

興行チケット 12,564

合計 56,773
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④　制作品

品名 金額（千円）

アーティストグッズ 4,367

ＣＤ・ＤＶＤ 2,067

合計 6,435

⑤　破産更生債権等

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱プレジール 12,636,754

合計 12,636,754

⑥　営業未払金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

阪神電気鉄道㈱ 597,049

エイベックス・ライヴ・クリエイティヴ㈱ 551,308

㈱ローソン 539,661

㈱サンデーフォークプロモーション 359,920

㈱ビーイング 270,684

その他 6,251,198

合計 8,569,822

⑦　未払金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈲烏龍舎 808,637

エイベックス・ライヴ・クリエイティヴ㈱ 379,567

㈱ローソン 86,751

その他 814,692

合計 2,089,648

　

⑧　預り金　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
内訳 金額（千円）

チケット未発券残高 2,860,845

その他 8,853

合計 2,869,699
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（３）【その他】

 当事業年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成21年３月１日

至平成21年５月31日　

第２四半期

 自平成21年６月１日

 至平成21年８月31日

　

第３四半期

 自平成21年９月１日

 至平成21年11月30日

　

第４四半期

 自平成21年12年１日

 至平成22年２月28日

　

営業収入（千円） 2,484,053　 2,664,351　 　2,564,258 2,309,531　

税引前四半期純利益

又は純損失（△）（千円）
413,335　 242,972　 △3,774,265　 △8,646,294　

四半期純利益

又は純損失（△）（千円）
652,376　 123,961　 △3,888,932　 △8,774,198　

１株当たり四半期純利益

又は純損失（△）（円）
11,672.09　 2,217.88　 △69,579.40　 △156,984.87　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り ―

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由によって電子公告によるこ

とができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL　http：//lawsonentermedia-ir.com

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、以下の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第17期）（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）平成21年５月21日関東財務局長に提出

（2）四半期報告書及び確認書

（第18期第１四半期）（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）平成21年７月10日関東財務局長に提出

（第18期第２四半期）（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）平成21年10月14日関東財務局長に提出

（第18期第３四半期）（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）平成22年１月14日関東財務局長に提出

（3）臨時報告書

平成22年２月９日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書で

あります。

平成22年３月17日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能又は取立遅延）の規定に基づく臨

時報告書であります。

平成22年３月24日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年４月14日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年４月14日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。

（4）有価証券報告書の訂正報告書

平成22年４月14日関東財務局長に提出

事業年度（第17期）（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

（5）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

平成22年４月14日関東財務局長に提出

（第18期第１四半期）（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。

（第18期第２四半期）（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。

（第18期第３四半期）（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年４月12日

株式会社ローソンエンターメディア    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　宮　俊　彦　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　田　浩　之　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ローソンチケットの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ロー

ソンチケットの平成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　　追記情報

　１．有価証券報告書の訂正報告書の「第５　経理の状況　２．監査証明について」に記載されているとおり、会社は、金融

商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について監査

を行った。

　２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社と株式会社アイ・コンビニエンスは平成21年３月１日に合併した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

次へ
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　 独立監査人の監査報告書 　

　 　 　

   平成２２年５月２４日

株式会社ローソンエンターメディア    

取  締  役  会  御  中　 　 　

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　宮　俊　彦　　㊞ 　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　田　浩　之　　㊞ 　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ・コンビニエンスの平成２０年３月１日か

ら平成２１年２月２８日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社アイ・コンビニエンスの平成２１年２月２８日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、株式会社ローソンチケット（現株式会社

ローソンエンターメディア）と平成２１年３月１日に合併し消滅している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

　

以　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年５月24日

株式会社ローソンエンターメディア    

 取締役会  御中 

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴　木　欽　哉　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　田　浩　之　　㊞

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ローソンエンターメディアの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ
の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ
れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ロー
ソンエンターメディアの平成22年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年４月14日に開催した取締役会において、株式会社ローソンを完
全親会社、会社を完全子会社とする株式交換を実施することを決議の上、同日、株式交換契約を締結し、平成22年５月24日開
催の定時株主総会において同契約の承認を受けた。
　
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ローソンエンターメディ
アの平成22年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部
統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す
ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可
能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ローソンエンターメディアが平成22年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は重要な欠陥があ
るため有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部
統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
　
追記情報
　内部統制報告書に記載されているとおり、全社的な内部統制に重要な欠陥があり、会社は前事業年度の財務諸表の訂正を
行うとともに当事業年度の経理処理の再検討を行った。この結果、必要な修正はすべて財務諸表に反映されており、財務諸
表監査に及ぼす影響はない。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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